
①所在地

②事業目的

③事業内容

①事業を取り巻
　く社会経済情
　勢等の変化

１　再評価理由

・現在、土地利用の具体化に伴い、道路や供給処理などのインフラ整備を進めており、平成２０
年度にはこの地区の集客や賑わいの核となる商業施設がオープンしたことで鶴浜地区での集客数
が増加した。
・また、集客数が増加したことにより、市民の憩いの場としてうるおいのある空間形成を図るた
め、緑地整備の必要性は高まっている。

・国庫補助事業を除く事業で事業開始年度から起算して５年目の年度において継続中のもの
（国庫補助事業であったが２２年度より交付金化）

・昭和４８年の港湾法の一部改正を契機に、市民に親しまれる港づくりを目指し、港湾の環境や
景観を整備し、保全する目的で国の補助事業を活用して臨海地域の緑地造成を実施している。
・鶴浜緑地は、ウォーターフロントの開放によりアメニティあふれる水辺空間を活用した親水緑
地を計画しており、緑の拠点となる憩いのある空間、海と親しみ、ふれあえる場として整備を
行っている。
・さらに、大阪港港湾計画において、防災緑地として位置付けられており、大阪市地域防災計画
では、大阪港港湾計画に基づき耐震強化岸壁から輸送される緊急物資の一時保管場所や荷捌き等
の災害応急対策活動に資する緑地として位置付けられている。

事業再評価調書

事 　業　 名 ・鶴浜緑地整備事業

担　   　当 ・港湾局　計画整備部　緑地管理担当　（連絡先ＴＥＬ:６６１５－７７９９）
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要

・大正区鶴町３丁目

総 面 積：約６４，０００㎡
整備内容：園路，植栽，オープンスペース，照明施設，便所，魚釣り開放区域，運動施設（グラ
ウンド）

調書５

②定量的効果の
　具体的な内容

③費用便益分析

④定性的効果の
　具体的な内容

⑤事業の必要性
　の評価

評価
A～C

[算出方法]
 「改訂版第２版　大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」（国土交通省）
[分析結果]
　費用便益比　B／C＝７．８６　（総便益B：９２０億円、総費用C：１１７億円）
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・鶴浜緑地は、ウォーターフロントの開放によりアメニティあふれる水辺空間を活用し
た親水緑地を計画しており、緑の拠点となる憩いのある空間、海と親しみ、ふれあえる
場として整備を行うため、必要な事業である。
・さらに、大阪港港湾計画において、防災緑地として位置付けられており、大阪市地域
防災計画では、大阪港港湾計画に基づき耐震強化岸壁から輸送される緊急物資の一時保
管場所や荷捌き等の災害応急対策活動に資する緑地として位置付けられているため、必
要な事業である。

[効果項目]
・直接利用価値（直接的に緑地を利用することによって生じる価値）
　レクリエーションの場の提供、心理的な潤いの提供
・間接利用価値（間接的に公園を利用することによって生じる価値）
　季節感を享受できる景観の提供、災害時の救援活動の場の確保
[受益者]
・市民
・緑地利用者

・特になし



①経過及び
　完了予定

②事業規模

　うち完了分

　進捗率

③総事業費

　うち既投資額

　進捗率

④事業内容の
　変更状況と
　その要因

⑤未着工
　あるいは
　事業が長期化
　している理由

⑥コスト縮減や

平成１９年度　事業開始年度
平成２０年度　着工　　年度
平成３６年度　完了予定年度

再評価時点
（平成２４年度）

平成１９年度　事業開始年度
平成２０年度　着工　　年度
平成２９年度　完了予定年度

緑地整備：６４，０００㎡

－ 緑地整備：　　　　　０㎡

－

－ 約２１％

・なし

・本市の近年の財政状況が厳しいなか、平成１８年度からの港湾局長マニフェストによる事業の
選択と集中において他事業に優先して財源を投入し、また、平成２３，２４年度の港湾局運営方
針での重点的に取り組む主な経営課題を実施していくなかで、本事業を限定的に実施しているた
め、完了予定年度が延伸している。

[コスト縮減の可能性]
・「大阪市公共事業コスト縮減に関する新行動計画（平成１３年１２月策定）」及び「大阪市公
共工事コスト縮減にかかる実施方針（平成１６年３月策定）」に基づき、以下のような工事コス
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し
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事業開始時点
（平成１９年度）

０％

約１２億円

緑地整備：６４，０００㎡

約１２億円

－ 約２．６億円

　代替案立案の
　可能性
（事業を進捗させる
　ための対応策）

⑦事業の実現
　見通しの評価

評価
Ｃ

評価
Ｃ

評価
Ｃ

６　特記事項 ・平成25年度一部供用開始予定(グラウンド等 約12,000㎡)

共工事コスト縮減にかかる実施方針（平成１６年３月策定）」に基づき、以下のような工事コス
トの低減に取り組むことにより、更なる事業費の節減に努める。
・再生資源や資源循環に資する資材等の活用
・工事の時間的コストの低減
[代替案立案の可能性]
・なし

７　対応方針
　（原案）

「事業継続（評価Ｃ）」
・鶴浜緑地は、大正区鶴浜地区の港湾環境の改善や交流機会の増加に寄与するととも
に、大規模地震時においての防災緑地として、事業の必要性は変わっていない。
・しかし、港湾局運営方針において重点的に取り組む主な課題は「物流を支える拠点港
湾の形成、国際競争力の強化」であり本事業の位置付けはなく、また、本市の近年の財
政状況が厳しいことから、さらに限定的な実施となるが、防災緑地として必要なオープ
ンスペースは確保できていることから、「事業継続（Ｃ）」とする。

５　事業の優先度
　　の視点の評価

[重点化の考え方]
・重点化の位置付けはない。
[事業が遅れることによる影響]
・防災緑地として必要とされるオープンスペースは確保できているものの、ウォーター
フロントを開放したアメニティあふれる水辺空間としての親水緑地機能を市民に提供す
ることができない。

・港湾局運営方針での重点的に取り組む主な経営課題を実施していくなかで、必要とな
る事業費確保に努め、限定的な実施としながらも平成３６年度を目途に完成を目指す。


